
 

 

1 
 

 

 

練馬区公共施設等総合管理計画〔実施計画〕（素案）に 

寄せられた意見と区の考え方について 

 

 

１ 意見の受付状況 

（1）意見募集期間 

   平成 29 年 12 月 11 日（月）から平成 30 年１月 19 日（金）まで 

 

（2）周知方法 

  ア ねりま区報（12 月 11 日号）・区ホームページへの掲載、 

区民情報ひろば、区民事務所（練馬を除く）、図書館、企画課での閲覧 

 

  イ 関係団体への説明等 

    以下の関係団体に計画素案について、個別に説明等を行った。 

・ 区政改革推進会議 

・ 練馬区男女共同参画推進懇談会 

・ 練馬区男女共同参画センター運営委員会 

・ 練馬区農業委員会 

・ 東京あおば農業協同組合 

・ 町会・自治会（251 団体） 

・ 練馬区文化財保護審議会 

・ 練馬区文化団体協議会 

・ 練馬区スポーツ推進委員会 

・ 練馬区体育協会 

・ 練馬区レクリエーション協会 

・ 新日本スポーツ連盟 

・ 福祉作業所家族会（4団体） 

・ 福祉園家族連絡懇談会（7団体） 

・ 敬老館長会 

・ 練馬区医師会 

・ 練馬区歯科医師会 
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・ 練馬区薬剤師会 

・ 練馬区緑化委員会 

・ 練馬区子ども・子育て会議 

・ 練馬区私立幼稚園協会 

 

（3）意見件数  

77 件（8名・13 団体） 

 

２ 寄せられた意見の内訳 

項目 件数 

Ⅰ 区立施設編  

 第１章 区立施設改修・改築等実施計画  

  １ 施設種別ごとの取組 10 

  ２ リーディングプロジェクト  

   ⑴ 高野台運動場用地における病院と福祉園の整備 0 

   ⑵ 旭丘小、小竹小、旭丘中の統合・再編 8 

   ⑶ 北保健相談所移転と周辺施設の集約 9 

  ３ 外郭団体や民間事業者へ貸し付けている施設 1 

  ４ 使用料の適正負担について 10 

  ５ 区立施設マネジメントの推進 1 

 第２章 委託・民営化実施計画 29 

Ⅱ 都市インフラ編 1 

その他 8 

合計 77 件 

 

３ 意見に対する対応状況 

対 応 区 分 件数 

◎  意見の趣旨を踏まえて計画に反映するもの 1 

〇  素案に趣旨を掲載しているもの 6 

□   素案に記載はないが、他の施策等で既に実施しているもの 8 

△  事業実施等の際に検討するもの 25 

※  趣旨を反映できないもの 31 

―   その他、上記以外のもの 6 

合計 77 件 

 



No. 意見の概要 区の考え方
対応
区分

Ⅰ　区立施設編

　第１章　区立施設改修・改築等実施計画

　１　施設種別ごとの取組

1

　社会教育法にもとづき、公民館の再構築
と、図書館や博物館など社会教育施設を区
民参加で再構築することを明記すべき。

　練馬公民館は、社会教育法に基づく施設
としての位置づけを見直し、平成24年4月
に生涯学習の中核的役割を担う生涯学習セ
ンターに再編しました。引き続き、生涯学
習の拠点として、区民の活動を支援してい
きます。生涯学習センター、石神井公園ふ
るさと文化館、美術館は、区民参加による
運営懇談会や協議会を設置し、運営に区民
意見を反映しています。図書館でも利用者
懇談会やアンケートなどでいただいた区民
意見を運営に反映しています。

□

2

　図書館の改築と図書館事業の民営化とは
切り離す計画とすべき。

　図書館の大規模改修の実施と、指定管理
者制度の導入の検討等については、それぞ
れ進めていきます。

○

3

　総合体育館の改修、あるいは新規建設に
ついて、平成34年でも検討となっている
が、整備計画として盛り込み50メートル
プールの計画も盛り込んでほしい。

　効率的に整備するための事業方式や移転
の可能性とあわせて必要な機能についての
検討を進めます。

△

4
　高野台運動場の代替地の計画を項目とし
て盛り込み計画を立ててほしい。

※

5

　利便性の高い高野台庭球場の代替とし
て、さくら公園は利便性が低すぎる。もっ
と利便性の高い場所に新設して欲しい。

※

6

　保育園の改修工事を進めるにあたって
は、園長をはじめ関係者の意見を聴取し進
めることを明記すべき。

　改修・改築工事においては、設計段階か
ら園長も加わり意見等を聴取して工事を
行っています。今後も、意見を聞きながら
進めていきます。

□

7

　待機児童解消を進めるために、認可保育
園の増設を基本とすることを明記すべき。

　待機児童数の状況や今後の保育需要見込
み等を踏まえ、認可保育所だけでなく、小
規模保育事業なども整備するとともに、既
存施設の定員拡大など多様な手法で待機児
童の解消を図っていきます。

□

8

　区立保育園の定員の拡大は子どもの集団
規模を適正規模に出来るよう、施設設計す
べきであり、無理な詰め込みによる定員設
定は子どもの環境を悪化させるので容認で
きない。

　既存施設の定員拡大は認可保育所の面積
基準や職員配置基準を踏まえ実施してお
り、詰込みとの認識はしていません。今後
も児童の安全な保育環境を前提とし、必要
な保育定員を確保していきます。定員の調
整は待機児童の状況や保育需要の見込みな
どを踏まえ行います。

□

４　寄せられた意見と区の考え方

　代替地を整備するという考えはありませ
んが、今後も区全体としてスポーツ施設を
充実していきます。
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No. 意見の概要 区の考え方
対応
区分

9

　小学校高学年の受け入れを地区区民館内
学童クラブの役割にし、維持してほしい。
田柄地区区民館に公設公営の学童クラブを
温存したままで、秋の陽小学校に学童クラ
ブを増設すればよいのではないか。

　すべての小学生の安全な居場所として、
引き続き小学校の中に学童クラブの整備を
進めていきます。
　学童クラブの高学年受け入れは、児童
館・地区区民館内の学童クラブで、低学年
を優先受入したうえで、実施しています。
学校外学童クラブの維持については、学童
クラブの申請状況等を踏まえ適宜判断して
いきます。

△

10

　直営学童クラブを増設し待機児解消をす
すめること。その計画を基本として改修、
工事をすすめることを明記すべき。

　待機児童を解消するため、ねりっこクラ
ブの拡充とともに、学童クラブの委託と民
間学童保育の誘致を進め、学童クラブの定
員拡大に取り組んでいます。

※

　２　リーディングプロジェクト

⑵　旭丘小、小竹小、旭丘中の統合・再編

11

　小竹小学校は小竹町にとって必要なた
め、小竹小学校を廃校し、旭丘の地に小中
一貫校を建てる計画に反対である。旭丘小
学校の過少規模の問題を、小中一貫という
別の話題を持ちかけて、小竹町の住民を騙
しているような提案にしか見えない。旭丘
だけで小中一貫校にする方法、旭丘一丁目
と二丁目に分けて、別の校区にする方法な
ど、まずは旭丘を立て直す方策を考えるべ
きである。

　区では、旭丘小学校・小竹小学校・旭丘
中学校の３校を小中一貫教育校へ再編する
方針を地域の方々にお示ししています。
　小学校の統合・再編を伴わない旭丘中学
校との２校による小中一貫教育校へ再編す
る案や他校へ通学区域を編入する案では、
旭丘小学校の過小規模の解消は困難です。

※

12

　旭丘小学校・小竹小学校・旭丘中学校の
３校の統廃合について、５年間も調整をか
けるような計画は、リーディングプロジェ
クトにふさわしくないからはずすべきだ。

　旭丘小学校、小竹小学校、旭丘中学校の
３校による小中一貫教育校へ再編する方針
については、保護者や地域の方々のご意見
を伺いながら進めていくこととしていま
す。今後の進捗に応じて、取組内容を「調
整」から具体化していきます。リーディン
グプロジェクトから外す考えはありませ
ん。

※

13

　旭丘小学校・小竹小学校・旭丘中学校の
３校の統廃合について、地域の声を真摯に
受けとめ、一緒に新しい学校をつくってい
く、真の「協働」の姿勢を持って取り組む
べきだ。

○

14

　旭丘小学校・小竹小学校・旭丘中学校の
３校は老朽化が進んでいる。５年間先延ば
しは子どもたちがかわいそう。子どもたち
のことを考えるなら、区が歩み寄るべき
だ。

○

　旭丘小学校、小竹小学校、旭丘中学校の
３校による小中一貫教育校へ再編する方針
については、保護者や地域の方々のご意見
を伺いながら進めていくこととしていま
す。今後の進捗に応じて、取組内容を「調
整」から具体化していきます。
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No. 意見の概要 区の考え方
対応
区分

15

　小竹小学校より規模が小さい小学校は複
数あるのに、旭丘小学校、旭丘中学校の統
合に巻き組む理由は別にあるのではない
か。小学生に長距離の通学を強いることに
なる。通学時の子どもの安全より公共施設
等総合管理という「効率」を優先する区の
姿勢は問題である。計画の見直しが必要で
ある。

　旭丘小学校・小竹小学校・旭丘中学校の
３校を小中一貫教育校へ再編する方針は、
旭丘・小竹地域においてより良い教育環境
を提供することを目的としています。
　新たな小中一貫教育校の位置は旭丘中学
校・旭丘小学校の跡地を予定しています。
旭丘中学校の位置は、旭丘小学校と小竹小
学校の学区域を合わせた区域のほぼ中間に
位置しています。区では小学校の通学距離
については１kmを目安にしており、２校の
小学校の学区域で、最も遠くから通われる
児童の通学距離は、直線距離でそれぞれ約
１㎞です。

※

16

　小中一貫教育の設置は、この間の先行学
校での実態をよく検証し、安易な統廃合は
しないと記すべき。小中一貫教育は全国的
にもさまざまな問題点が指摘されていて、
区で進めるのは時期尚早である。全国の検
証を持って保護者との話しあいを十分に進
めると明記すべき。

　区では、平成23年４月に、小中一貫教育
校大泉桜学園を開校するとともに、10組の
小・中学校を研究グループに指定して、小
中一貫教育の研究と実践を本格的に始め、
現在では施設が離れていても全校で小中一
貫教育の取組を進めています。
　小中一貫教育校の検証に当たって、現場
の先生、保護者、子ども達へのヒアリング
やアンケート調査を実施し、その結果に基
づいて検証を行い報告書としてまとめてお
り、区ホームページ等で公表しています。

※

17

　旭丘小学校・小竹小学校・旭丘中学校の
統合・再編について、３校の統合・再編は
地域社会を破壊し、子どもの学習権を奪う
ため、中止すべき。

　旭丘小学校、小竹小学校、旭丘中学校の
３校を小中一貫教育校に再編する方針は、
旭丘・小竹地域においてより良い教育環境
を提供することを目的としています。
　この方針について、より多くの保護者や
地域の方々の意見を伺いながら進めていく
こととしています。

※

18

　30～34年度いずれも「調整」とあり、小
竹小の跡地の検討も提案されているが、こ
の実施計画で統合・再編の「方針を決定」
することのないよう、住民の意見を反映さ
せ、「保留」としてほしい。

　旭丘小学校・小竹小学校・旭丘中学校を
小中一貫教育校へ再編する方針は、より多
くの保護者や地域の方々の意見を伺いなが
ら進めていくこととしています。

※

⑶　北保健相談所移転と周辺施設の集約

19

　「北」だけではどこの北かわかりにくい
ため、「平和台保健相談所」のように移転
に合わせて、名称の変更をしてほしい。地
名をつけた名称だと、わかりやすい。他の
施設も同じような考えである。

　移転後の名称については、様々なご意見
を踏まえて、今後検討します。

△

5



No. 意見の概要 区の考え方
対応
区分

20

　春日町児童館と平和台駅近くでは距離も
離れており、移設先とするのは不適切であ
る。現状の場所で立て替え、子育て拠点と
して施設・設備を充実すべき。

　春日町児童館は築45年程を経過してお
り、大規模改修が必要な時期となっていま
す。移転・改築により老朽化した施設の更
新に加え、新たな区民ニーズへの対応を
図っていきます。現在の春日町児童館と移
設先の距離は300メートル程度です。駅の
近くに移転することでより利便性の向上も
図ることができます。また、子育て拠点と
しての施設・設備も充実を図ります。

※

21

　北町福祉作業所について、少しの介助が
あれば今迄通り作業が続けられる利用者の
為に、福祉園とは違う「働く生活介護」的
な事業を要望する。

△

22

　北町福祉作業所について、北保健相談所
が出た後の機能としての生活介護の定員は
何人か。

△

23

　北町福祉作業所について、機能拡充とし
ての働く生活介護は、30代でも入れるの
か。

△

24

　北町福祉作業所について、職員の一層の
レベルアップをして欲しい。

　職員の確保、育成は重要なことと認識し
ています。現在の指定管理者は、法人内の
他施設も含めて研修を実施し、適材適所の
人事配置を行うなど人材育成に積極的に取
り組んでいます。区としても、法人に対し
引き続き職員の育成を要請、支援していき
ます。

―

25

　北町福祉作業所について、トイレ、ロッ
カーが狭くもめ事が多いので、配置等の配
慮を要望する。

△

26

　北町福祉作業所について、喫茶コーナー
を設ける事によりこれまで培ってきた地域
との交流など、より深く関わる事が出来
る。利用者の仕事の拡張、収入確保の為に
も継続及び喫茶コーナー設置を要望する。

△

27

　北町福祉作業所について、居ながら工事
が難しいという判断のもと、区の素案に有
るように、工事中一時移転施設として光が
丘第七小学校跡施設の利用が実現される事
を要望する。通所に関しても、安全性を考
慮した配慮を要望する。

　利用者の安全や工事期間を考慮し、工事
期間中の一時移転施設として、光が丘第七
小学校跡施設の活用を検討します。
　一時移転中の通所方法については、利用
者の状況を踏まえて安全に通所できるよう
運営事業者と協議します。

◎

　３　外郭団体や民間事業者へ貸し付けている施設

28

　民営化した特別養護老人ホームの大規模
改修の時期や方法について、「民営化特別
養護老人ホーム施設改修協議会」で協議し
ていってほしい。

　民営化特別養護老人ホームの大規模改修
については、事業団との協議の場である
「民営化特別養護老人ホーム施設改修協議
会」を立ち上げ、協議を進めています。
　今後も実施計画の内容に沿って、大規模
改修の内容や時期、区の支援策について協
議します。

○

　利用者の重度化、高齢化に対応する機能
拡充の選択肢の一つとして生活介護があり
ます。障害特性に応じた適切な支援ができ
るよう、利用者の状況を踏まえた機能を検
討します。
　サービスを拡充する場合は、サービスの
種類や内容、定員等について検討していき
ます。
　なお、年齢でサービスを区切る考えはあ
りません。

　改修および機能拡充に合わせて、より良
い事業内容や設備配置について事業者と協
議していきます。

6



No. 意見の概要 区の考え方
対応
区分

　４　使用料の適正負担について

29

　使用料の適正負担について、「減価償
却」という、生産活動を行う企業体の会計
に関する概念を使っての自治体の計画は間
違っている。自治体の財政を「減価償却」
の概念を使って説明することに、どれだけ
の区民が理解できるのか。国民の合意を得
ていない概念を使っての「計画」作りは誤
りである。

―

30

　減価償却制度は、一般的な企業の会計制
度として取り入られているもので、企業で
は必要なものであるが、公共施設に導入す
るのは、本来の公共サービスの観点から見
ると、根本的に間違っている。新しい施設
は、全て使用者負担にした場合、使用料が
高くなり、同じ区民館でも大幅に使用料が
違ってくるし、高いほうで統一される可能
性が高くなる。この制度を導入する意味を
区民に公表すべき。

△

31

　指定管理者制度を導入し、区民へのサー
ビスにばらつきができ、区民のための施設
に遠くなってきたうえに、減価償却制度で
料金まで高くなると利用できなくなるので
反対である。

△

32

　減価償却費を使用料算定の原価に含める
のはあからさまな受益者負担増で反対であ
る。区立施設は、図書館等施設と同様に区
民の福利厚生や文化の向上のために区民に
提供する施設であり営利を目的とした民間
施設ではないので、減価償却費まで利用料
に反映される根拠はない。従来通り維持管
理費のみとすべき。

△

33

　使用料の算定の中に減価償却費を含める
ことは公共施設として相応しいとは思わな
い。

△

34

　減価償却費は企業会計で用いる概念で減
価償却費を原価に含めるのは不当であり、
今すぐあらためるべき。

△

35

　使用料や公共施設の改修計画は、その地
域に住む住民とよく話しあい、住民参加で
進めるべき。

　平成29年3月に策定した公共施設等総合
管理計画で、適正負担の方針を示しまし
た。実施計画素案では、方針に基づき、こ
れまで区立施設の使用料算定の原価に含ま
れていなかった費用を含めて、運営にかか
るコストの実態を把握し、データを示しま
した。
　引き続き、使用料の変動幅や減額・免除
のあり方を含めて、区民・利用者の意見を
聞きながら、適正負担のあり方を検討し、
必要に応じて見直しを行います。
　実施計画の改定や個別の施設の改修につ
いて取り組む際は区民の皆さんに丁寧に説
明し、ご意見をお聞きしながら進めます。

△

　平成29年3月に策定した公共施設等総合
管理計画で、適正負担の方針を示しまし
た。実施計画素案では、方針に基づき、こ
れまで区立施設の使用料算定の原価に含ま
れていなかった費用を含めて、運営にかか
るコストの実態を把握し、データを示しま
した。
　引き続き、使用料の変動幅や減額・免除
のあり方を含めて、区民・利用者の意見を
聞きながら、適正負担のあり方を検討し、
必要に応じて見直しを行います。
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36

　高齢者の趣味・文化活動への参加で介護
予防につながり有効な措置であるため、地
域集会所の地域登録団体の減額措置と高齢
者への免除措置は継続してほしい。

　使用料の変動幅や減額・免除のあり方を
含めて、区民・利用者の意見を聞きなが
ら、適正負担のあり方を検討し、必要に応
じて見直しを行います。

△

37

　実施計画が進行し、うれしい限りであ
る。子どもたちの利用の際は、使用料を極
力軽減して欲しい。

　区立施設の使用料については、サービス
を利用する人と利用しない人との「負担の
公平性」を確保することを基本的な考え方
としています。現在の減額・免除制度は、
特例的に適用しているものです。
　使用料の変動幅や減額・免除のあり方を
含めて、区民・利用者の意見を聞きなが
ら、適正な負担のあり方を検討し、必要に
応じて見直しを行います。

△

38

　保育料に関して、区民に対して職員の給
与額まで含めて多大な経費がかかってい
る、と説明し保育料の値上げを行った。地
方財政法は住民に対し、直接、間接問わ
ず、職員の給与に要する経費の負担を転嫁
してはならないと定めている。区は不法な
説明により行なった保育料の値上げを今す
ぐやめ、保育料を値上げ前の水準にもどす
べき。

　区の保育料は平成10年度の改定以来、19
年間にわたり改定を行っておらず、保育園
等の運営に占める保育料収入の割合も
9.5％であり、公表している区の中で最低
でした。一方、保育需要の増加に伴い、保
育関係経費は金額、区財政に占める構成比
のいずれにおいても増大してきました。こ
うした理由から引き上げを行いました。今
後も教育・保育サービスの充実とともに、
保育料の適正な負担を検討していきます。
なお、保育料は子ども・子育て支援法に基
づいて設定しており、職員の給与に要する
経費について、区民に負担の転嫁するもの
ではありません。

※

　５　区立施設マネジメントの推進

39

　民間活力の活用とあるが、まずは自治体
と区民参加で区立施設のマネジメントをす
すめるべき。

　区立施設の整備等にあたって、区民サー
ビス向上と持続可能性の確保の観点から、
民間の資金・ノウハウの活用が効果的と考
えられる場合は、当初の段階からPPP／PFI
手法の活用を含めて検討します。基本構想
や基本計画を策定する際には、検討の結果
を盛り込み、公表します。

△

　第２章　委託・民営化実施計画

40

　様々なことで民営化が進んでいるが、区
は施設運営から手を引きたいのか。

　区が直接担うべき業務は引き続き直営と
し、民間の知恵と経験を活用したほうが効
果的な業務は民間が担うことを基本としま
す。
　施設の特性に応じて、直営・業務委託・
民営化から最適な手法を選択していきま
す。

―

41
　委託や民営化ありきの計画は即時中止
を。

※

42

　区が責任をもって区の施設運営をすすめ
ることを明確にすべき。委託や民営化は、
科学的に財政効果や地方自治法の理念に照
らして考えるべき。

○

　施設の特性に応じて、区が直接担うべき
業務は引き続き直営とし、民間の知恵と経
験を活用したほうが効果的な業務は民間が
担うことを基本とします。
　これまでの委託や民営化の実績を検証
し、今後さらに委託や民営化を進め、サー
ビスの向上を図ります。
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43

　実施してきた委託・民営化について、住
民参加で検証委員会を開催すべき。

　これまでにも保育園の委託について、保
護者や事業者等の意見、福祉サービス第三
者評価など総合的かつ多角的な観点から検
証をするなどの取組をしています。
　今後、多角的な視点から総合的に委託や
民営化の検討・検証をする体制を構築し、
継続的に改善しながらサービス向上と持続
可能性の確保の両立を目指します。

□

44

　保育園の委託化に向け、たくさんの説明
会があったが、委託後も定期的に委託事業
者をチェックするようにしてほしい。

　保育園の委託については、委託後におい
ても、保護者アンケートや都の福祉サービ
ス第三者評価の受審、保護者・事業者・区
で構成する運営委員会の開催、区立保育園
の園長経験のある保育士等の巡回などに
よって、定期的に園の運営状況をチェック
しています。

□

45

　氷川台保育園、南大泉保育園、豊玉保育
園、田柄第二保育園、北町第二保育園、石
神井台保育園、氷川台第二保育園、東大泉
保育園、高松保育園、下石神井第三保育園
の委託計画は中止すべき。

　区立保育園の委託については、民間のス
キルやノウハウを活かしながら延長保育な
どサービスを拡充する目的で取り組んでい
ます。また、これまで、20園の区立保育園
で民間委託を進めてきました。どの園も保
護者アンケートや都の福祉サービス第三者
評価で高い評価を受けています。
　今後も、保護者の多様なニーズに応える
ため、運営業務委託を進め、サービスの拡
充を図っていきます。

※

46

　委託開始後、長期間安定した運営が行わ
れた園はどこにもない。労働環境も安定し
ていない。保育の質に関わるため、委託
後、民営化する計画は中止すべき。

　区は、これまで、20園の区立保育園で民
間委託を進めてきました。どの園も保護者
アンケートや都の福祉サービス第三者評価
で高い評価を受けています。また、保育士
等の処遇改善を図るとともに働きやすい職
場環境の整備を事業者に求めるなど安定的
な園運営が行えるよう取り組んでいます。
　委託後の民営化についても、より民間の
スキルやノウハウが生かされるように、今
後検討していきます。

※

47

　保護者は保育園の継続的かつ安定的運営
を望んでいる。区立保育園の委託は職員の
総入れ替えを伴った運営主体の変更であ
り、保護者の希望に反するもので容認でき
ない。速やかに撤回し引き続き、区直営保
育園の継続的かつ安定的運営を責任を持っ
て行なうべき。委託園は区が引き続き直接
関与する必要があり、民営化も反対であ
る。

　今回の委託計画は、民間活力により、保
護者の多様なニーズに応え、サービスの充
実を図るものです。一方で、委託契約の性
質上、委託開始時に区の職員から事業者職
員に入れ替わることは避けられませんが、
その影響を最小限とするため、１年間とい
う長い引継期間を設定するとともに、経験
年数のある職員配置を行っています。その
結果、これまで20園の委託園では、保護者
アンケートや都の福祉サービス第三者評価
で高い評価を受けています。今後も、保護
者の多様なニーズに応えるため、運営業務
委託を進め、サービスの充実を図っていく
とともに、民営化についても検討していき
ます。

※
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48

　ねりっこクラブを全小学校で実施する計
画は中止し、学童クラブと学校応援団ひろ
ば事業との連携をすすめることを基本とす
べき。

　ねりっこクラブは、小学校施設を活用し
て、「学童クラブ」と「学校応援団ひろば
事業」のそれぞれの機能と特色を維持しな
がら事業運営を一体的に行うものです。

※

49

　これまで「ねりっこクラブ」の実施個所
はすべて委託学童クラブであった。そこの
職員の福利厚生や労働環境は区が明確に責
任を定めていない。これでは保育の質が保
てない。働く職員の労働環境を区が責任を
もって保証すると明記すべき。

　学童クラブの委託にあたっては、適正な
委託料を算定するとともに、国の基準を踏
まえた条例に定める運営基準および職員の
配置等を募集要項に明記して、プロポーザ
ル方式により優良な事業者を選定していま
す。
　さらに、委託後においても毎年度の立入
調査等を通じて、事業者が規定する給与が
適正に支払われているか、適切な労務環境
であるかなどを確認しています。

□

50

　保護者は子どもを預けている施設の継続
的かつ安定的運営を望んでいる。区立学童
クラブの委託は職員の総入れ替えを伴った
運営主体の変更であり、保護者の希望に反
するもので容認できない。「居場所」提供
や充実は、各施設の継続的かつ安定的運営
を前提に区の支援を基に行なうべき。区の
遊休施設や土地を活用した直営施設の増設
での対応も検討すべき。

　保護者が望む延長保育等のサービス向上
を図るためには、民間事業者が持つ様々な
ノウハウを活用することが有効と考えてい
ます。利用者アンケートにおいても、委託
学童クラブの利用者満足度は、直営クラブ
と比べ、遜色のないものとなっています。
安定運営を旨とし、区が支援しながら委託
を進めていきます。

※

51

　「みどりの風吹くビジョン　アクション
プラン【素案】」では、ねりっこクラブ増
設に関して「将来的には全校に設置する」
以上の記述はない。当計画に、より具体的
な実施時期が記載してある事に強い違和感
がある。「ねりっこクラブ」の全校設置に
は反対であり、「アクションプラン」や
「子ども・子育て支援事業計画」以上の計
画内容は削除してほしい。

　実施計画は、平成29年3月に策定した公
共施設等総合管理計画に基づき、年度別計
画を明らかにし、具体的な取組を定めるも
のです。
　概ね１０年間を目途に「ねりっこクラ
ブ」を全校で実施することは、公共施設等
総合管理計画で示しています。
　引き続きねりっこクラブを推進し、学童
クラブの受け皿を拡大するとともに、すべ
ての小学生の放課後等の居場所を充実して
いきます。

※

52

　公設公営の学童クラブの役割を明らかに
し、地域的に必要な数は残してほしい。ね
りっこクラブのように１事業者にひろばと
学童クラブを運営するやり方が理解できな
い。また、全ての小学校にねりっこクラブ
が必要とは思えない。

　学童クラブの運営については、延長保育
等のサービスの向上を図るためには、民間
事業者が持つ様々なノウハウを活用するこ
とが有効と考え、民間事業者への運営委託
を進めています。
　各家庭の多様なニーズに応えるために
は、小学生の放課後や夏休み等の居場所づ
くりを行う必要があります。そのために
は、学童クラブの拡大だけでなく、ひろば
事業の更なる充実が必要です。そうした観
点から、学童クラブとひろば事業のそれぞ
れの機能や特色を維持しながら、運営を一
体的に行うねりっこクラブを推進していま
す。引き続きねりっこクラブを拡大し、今
後１０年程度を目途に全小学校での実施を
目指します。なお、ねりっこクラブにおい
ても、引き続き地域の方々に加わっていた
だいています。

※
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53

　保護者は学童保育に関して、子どもを預
けている施設の継続的かつ安定的運営を望
んでいる。区立学童クラブの委託は職員の
総入れ替えを伴った運営主体の変更であ
り、保護者の希望に反するもので容認でき
ない。施設改修による小学校内への移設
は、運営者の変更を行なわず引き続き直営
で継続させてほしい。

　保護者が望む延長保育等のサービス向上
を図るためには、民間事業者が持つ様々な
ノウハウを活用することが有効と考えてい
ます。利用者アンケートにおいても、委託
学童クラブの利用者満足度は、高い評価を
得ています。安定運営を旨とし、区が支援
しながら委託を進めていきます。

※

54

　「ねりっこクラブ」は40人定員を定めた
法令に反しており、子どもの保育環境が損
なわれている。早急に人員ならびに施設環
境の改善を求める。そのうえで、放課後児
童対策事業を直営での運営も含めて検討・
設置してほしい。

　ねりっこクラブには「ねりっこ学童クラ
ブ」と「ねりっこひろば」の二つの事業が
ありますが、「ねりっこ学童クラブ」は児
童福祉法に定める放課後児童健全育成事業
であり、学童クラブです。そのため、国の
基準を踏まえた区の基準条例に基づき、区
立学童クラブと同様に運営しています。ま
た、学童クラブにおける高学年の受入れに
ついては、児童館等の併設学童クラブで対
応しています。
　引き続きねりっこクラブを推進すること
で、保護者の就労の有無にかかわらず学童
クラブの受け皿を拡大するとともに、すべ
ての小学生の放課後等の居場所を充実して
いきます。

―

55

　子どもの発達は、国と自治体が社会的に
保証するべきあり、子ども家庭支援セン
ターは区の責任で開設すべき。業務委託を
拡大することはやめて区の責任で運営する
ようにすべき。

　子ども家庭支援センターは、身近な相談
やひろば事業など、一部事業については、
委託を行っていますが、区立施設として、
区の責任のもと運営を行っています。

※

56

　子ども家庭支援センター全体の運営体制
を強化するため、運営体制を見直す時はぜ
ひ直営での運営にし、必要な専門職を配置
してほしい。児相との連携は重要である
が、児相の役割の代替は出来ない。子ども
家庭支援施策を強化するために、区は児相
を直営で設置するか、都に区内に児相を増
設するよう要望してほしい。

　子ども家庭支援センターは、身近な相談
やひろば事業など、一部事業については、
委託を行っていますが、区立施設として、
区の責任のもと運営を行っています。ま
た、平成30年度に、心理・保健師の増員を
図る予定です。
　児童相談所を区が設置する考えはありま
せん。都・児童相談所との連携を強化する
ことにより、児童相談体制を充実していき
ます。

※

57

　指定管理になった児童館で、地域との関
係が薄くなった所がある。無理をして健康
を害してしまった職員が複数名いる館もあ
る。委託計画は中止し、これまで委託、指
定管理にしてきた館の検証をすべき。

　区職員も参加する運営協議会において、
地域の方々から以前同様の結びつきである
とのご意見をいただいており、地域に根差
した児童館として運営しています。指定管
理の４館とも、職員体制も安定していると
認識しており、運営に問題があるとは考え
ていません。

□
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58

　児童館について「小学生の居場所となる
ねりっこクラブの拡大に合わせて」という
記述に危惧する。児童館から小学生をしめ
出すことはしないと明記すべき。

　児童館の機能の見直しについては、中高
生向け事業・乳幼児と保護者向けのサービ
スを充実させる計画として記載したもので
す。
　児童館は乳幼児から小・中学生、高校生
までを対象とした子どもの健全育成を担う
施設です。小学生の利用を制限する考えは
ありません。

※

59

　直営児童館の運営者の見直しを行なうこ
とは反対である。地域の状況を把握しつつ
子育て支援や子どもの支援を行なう区職員
のスキルを児童館で活かすことが、地域の
財産であり重要である。

　民間事業者により運営されている児童館
は、４館で実施しています。運営に当たっ
ては、地域の方々や学校等、児童の関係者
を構成員とする運営協議会のご意見をいた
だきながら運営しており、利用者の満足度
評価において高い評価を得ています。
　児童館は、小学生の居場所となるねりっ
こクラブの拡大に合わせて、乳幼児と保護
者および中高生向け事業の充実を図る中で
機能を見直し、運営方法を検討します。

△

60

　「ねりっこクラブ」と児童館の機能は根
本的に異なるもので「ねりっこクラブ」で
代替できない。近隣の乳幼児から高校生ま
でが集える「居場所」の拠点としての児童
館の役割を再確認し、運営を継続的に発展
させサービスの充実をはかることが重要で
ある。

　児童館は、小学生の居場所となるねりっ
こクラブの拡大に合わせて、乳幼児と保護
者および中高生向け事業の充実を図るなか
で機能を見直し、運営方法を検討します。
ねりっこクラブで児童館の機能を代替する
考えはありません。

○

64

　学校調理業務の委託後、各クラス均等に
給食がいきわたらなかったり、給食時間に
調理が間に合わなかったりと、多くの問題
が発生した。委託したところの検証を、保
護者と区民参加で行い、検証が終わるまで
委託を中止すべき。

　学校給食調理業務の委託後については、
教育委員会の担当職員が定期的に学校を巡
回し、事業者に対し指導を行っています。
業務の改善が必要な学校については、事業
者に対し指導し、改善がなされるまで繰り
返し巡回指導を実施してます。
　今後も巡回指導を継続し、サービス水準
の維持向上を図ったうえで、委託を拡大し
ます。

※

65

　大規模改修に伴い、練馬図書館を中央図
書館として位置づけて、改修計画を検討し
てはどうか。

　中央館的機能を担う館として光が丘図書
館が、今後も区立図書館全体の運営を管理
します。練馬図書館の大規模改修にあたっ
ては、利用者ニーズ等を踏まえ改修計画を
検討していきます。

※

61
62
63

　福祉施設が指定管理者から民営化した際
は、区としての支援をお願いしたい。
（ほか同意見　２件）

　業務委託や指定管理者制度適用により、
一定期間安定的・継続的に良好な運営が行
われている施設は、運営方法について民営
化も含めて検討します。
　民営化した場合、区は必要に応じて民間
事業者に対する支援や指導を行うことで、
サービス水準と安定性・継続性を確保しま
す。

△
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66

　図書館は、指定管理者制度になじまな
い。図書館のあるべき姿を明確にし、サー
ビスの向上と効率的な運営に向けての検討
を進めていくことを要望する。現行の直営
3館体制を堅持し、中核的教育施設として
の指定管理者館を管理していくべき。

　指定管理者館では、施設管理と施設利用
に関する業務を一体として指定管理者の業
務とし、効果的で効率的な運営を行ってい
ます。今後の直営館の役割や図書館のあり
方等を総合的に検討していく中で、石神井
図書館の指定管理者制度の導入や、光が丘
図書館・練馬図書館のサービスの向上と効
率的な運営に向けて、検討を進めます。

※

67

　指定管理者が運営している図書館９館に
ついて、社会教育法の視点で区民参加で検
証をすべき。検証により、区民の学習権へ
の危惧があれば委託の拡大はとりやめるべ
き。
　指定管理した図書館を直営にもどし、区
民の学習権保障を区が責任をもつべき。

　指定管理者制度を導入している図書館に
ついては、モニタリングを実施し、施設の
管理運営について確認・検証しています。
いずれの館も良好な評価を受けているほ
か、利用者アンケートでも高い満足度と
なっています。
　社会教育施設として区民の学びを支援し
つつ、指定管理者館も含めてサービスの向
上と効率的な運営に努めていきます。

※

68

　石神井図書館の指定管理制度の導入及び
光が丘、練馬図書館の運営方法の検討には
反対である。３館は区立図書館の中核的役
割を担い、地域に開かれた運営と選書機能
について、区が責任をもって直営ですべ
き。特に光が丘図書館は中央図書館として
他の図書館をリードすべき。

　光が丘図書館は今後も中央館的機能を
担っていく考えです。そのうえで、図書館
のサービス向上と効率的な運営に向けて、
石神井図書館の指定管理者制度の導入や光
が丘図書館・練馬図書館の運営体制につい
て、検討を進めます。

※

Ⅱ　都市インフラ編

69

　都市インフラ編には様々な計画が示され
ているが、近隣住民の意見に耳を貸さない
強引なやり方で進めていく区の姿勢は納得
できない。強行せず、近隣住民との合意形
成を丁寧に行なったうえで計画を実行に移
すべき。

　都市インフラは、都市の安全と繁栄を支
える最も基本的な公共施設であり、その整
備は、行政の責務です。
　都市インフラの着実な整備を進めるとと
もに、適切で持続可能な維持管理に努め、
将来の世代に引き継いでいきます。
　整備や改修の進め方については、引き続
き地域の方々の意見を伺いながら進めてい
きます。

△

その他

70

　区の今後に関わる大切な素案にも関わら
ず、区民に知られていない。もっと周知を
お願いしたい。

　計画（素案）は区報やホームページのほ
か図書館、区民事務所等で冊子を閲覧でき
ます。区民意見反映制度のほか、関係団体
へのご説明も行っています。様々な機会を
とらえ、今後も多くの区民の方に周知をし
ていきます。

―

71

　地方財政法では、「市町村立小・中学校
費のうち人件費と建物の維持・修繕費につ
いての住民負担の禁止」（文部科学省）を
示している。計画に、学校施設を含めてい
ることは地方財政法に反する。

　公共施設等総合管理計画は、将来の公共
施設等の維持管理・修繕・更新等に係る中
長期的な経費の見込み等を踏まえ、公共施
設等の総合的かつ計画的な管理に関する基
本方針を定めたものであり、公共施設等総
合管理計画〔実施計画〕は、年度別計画を
明らかにし、具体的な取組を定めたもので
す。計画の策定にあたり、学校施設を含む
全ての区立施設の維持運営費について検討
を行っていますが、地方財政法施行例第52
条に定める学校に要する経費について、特
定の区民の方に負担の転嫁を行う考えはあ
りません。

※
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72

　学校教育は憲法26条に従わなければなら
ない。公共施設の「管理計画」の名前をつ
かっても、国民と子どもの学習権を奪うこ
とになってはいけない。

　学校は児童生徒の大切な学びの場です。
将来にわたって良好な学習環境を整えてい
くためには、区立施設の半分以上を占める
学校施設を適切に維持・更新することが必
要不可欠です。公共施設等総合管理計画
は、子育て支援施設や学校施設を含め、将
来の公共施設等の維持管理・修繕・更新等
に係る中長期的な経費の見込み等を踏ま
え、公共施設等の総合的かつ計画的な管理
に関する基本方針を定めたものです。この
計画に基づき、子育て支援施設や学校施設
を効率的かつ効果的に維持管理していきま
す。子どもの学習権を守っていくために、
必要な計画であると考えています。

※

73

　少人数学級を実現して子どもの充実した
学びの環境を整備してほしい。そのために
も生徒・保護者の意に反した強引な統廃合
計画は即座に撤回し、近隣住民も含めた合
意形成を計った後に小中学校の再配置を行
なってほしい。

　算数・数学、英語など教科の特性によっ
て、少人数で行った方が効果的な教科につ
いては、多くの区立小中学校で少人数教育
を実施しています。
　区立小中学校の適正配置については、平
成29年３月に策定した「練馬区学校施設管
理基本計画」において、児童生徒数の動向
を踏まえ、学校の適正規模を確保し、児童
生徒が良好な教育環境の中で学び、成長す
ることができるよう、学校の適正配置を進
めていくこととしています。

※

74

　区は施設の統廃合をすすめているなら
ば、廃校予定の学校跡地を活用して欲し
い。

　施設の統合・再編にあたっては、学校の
改築にあわせた周辺施設の複合化や学校跡
施設の活用も含めて検討を進めます。

△

75

　施設の改修・改築・移転などに伴って生
まれたスペースは、深刻な待機児問題の解
消のため、保育施設・学童保育施設の設置
を検討してほしい。その運営に当たっては
直営もしくは区内で運営実績のある福祉法
人が運営してほしい。

　施設の改修・改築・移転などに伴って生
まれたスペースは、地域の要望もふまえて
活用を検討していきます。なお、運営事業
者の選定にあたっては、プロポーザル方式
により優良な事業者を選定しています。

△

76

　どれだけ財政を緊縮して、公共施設を減
らして区民に金を出さないかが見え見えで
ある。それで余った金を大手ゼネコンに流
して、道路、再開発に回すという国、都の
方針に従っているだけで区としてのビジョ
ンがない。

　施設の運営や維持・更新には、多額の財
政支出が必要です。今後も多くの区立施設
の更新が必要な時期を迎えています。将来
にわたって持続可能な区政運営を実現する
には、施設のあり方を精査し、改修・改築
等の際には真に必要な機能や規模とするこ
とが不可欠だと考えています。

―

77

　経済情勢が好調なうちに、改修改築を前
倒しで行い社会インフラを整備することも
必要である。

　今後、確実に到来する人口減少社会を見
据えると右肩上がりの経済成長に依存した
財政運営は困難であると認識しています。
将来にわたって持続可能な区政運営を実現
していくには、財政力が失われる前に老朽
化した施設の更新を含め、ソフトとハード
のインフラ整備を加速する必要があると考
えています。必要に応じて計画の前倒しを
検討していきます。

△
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